
⽶国の関税措置について

2025年８⽉26⽇

近畿経済産業局

※この資料は、2025年８⽉20⽇時点の情報に基づき作成しております。
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 2025年6⽉における⽇本からの⽶国向け輸出額が減少（前年同⽉⽐▲11.4%）。

品⽬別にみると⾃動⾞の輸出額減少の影響が最も⼤きい。

全産業 貿易統計（対⽶国輸出）

⽶国向け輸出額の品⽬別寄与度

（⽉）

（年）
（資料）財務省「貿易統計速報」2025年7⽉17⽇公表
※1 寄与度は、全体の輸出額増減率に対してある特定の品⽬がどれだけ影響したかを定量化した値。
※2 「その他」は⾃動⾞、鉄鋼、建設⽤・鉱⼭⽤機械以外の品⽬を合算したもの。
※3 端数処理の影響で、寄与度の合計は必ずしも全体の輸出額増減率と⼀致しない。

寄与度※1: %pt

建設⽤・鉱⼭⽤機械 ▲0.8%pt
鉄鋼 ▲0.5%pt 
⾃動⾞ ▲7.9%pt
その他※2 ▲2.3%pt

輸出総額前年同⽉⽐ ▲11.4%
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（前年同⽉⽐,％）
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⽶国関税の国内への影響（相談窓⼝への問合せ等）（8⽉4⽇集計時点）

全国約1,000カ所に設置した相談窓⼝では、計5,152件の問い合わせを受付。
（7⽉23⽇集計時点では4,650件）
相談内容は、依然として関税措置の詳細に関する問合せが中⼼。⾜元では資⾦繰り

に関する相談も若⼲増加（計1,892件）しているが、融資・保証承諾に⾄ったのは
約3割（617件）。

＜相談件数（内容別）の推移＞（件数）

資⾦繰り

※関税内容の相談件数＝JETROでの相談件数
※資⾦繰りの相談件数＝⽇本政策⾦融公庫、商⼯中⾦、信⽤保証協会での相談件数

関税内容

資⾦繰り

その他

 ⽶国関税の影響により主要取引先から減
産の通達があり、今後の売上減少を⾒込
んでいることから⼿元資⾦確保が必要。
（関東・⾃動⾞部品製造業）

 ⽶国の仕⼊れ先が中国から材料を購⼊し
ており、仕⼊値が上昇していることから
⼿元資⾦確保が必要。（近畿・⾃動⾞部
品製造業）

 ⾃動⾞部品への追加関税について、⼀部
を⾃社で負担。（近畿・⾃動⾞部品製造
業）

 直接の影響はないが、⽶国・国際経済の
悪化により、⾃社業績が悪化する可能性。
（多数）

＜⽇本政策⾦融公庫や信⽤保証協会等において
資⾦繰り相談の中で得られた事業者の声＞
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関税内容
52.3%

8⽉4⽇集計時点
（相談件数5,152）

その他
11.4％

資⾦繰り
36.2％

7⽉23⽇集計時点
（相談件数4,650）

関税内容
53.3%

資⾦繰り
35.9%

その他
10.8%


